
       

水産物流通の変化と産地の対応
――　新たな産地市場の構築に向けて　――

　

　

　

１ 国内漁業生産量の減少と輸入水産物の増加は，小売業における主役変遷を契機とする流

通経路の多様化あるいは買受人の減少や階層分化等とあいまって，産地卸売市場に大きな

影響を及ぼしている。

　　消費地卸売市場においても「市場流通の後退」がみられ，仲卸業者の二極分化，委託集

荷割合の低下，セリ・入札割合の低下等の現象がみられる。また，販売力に裏付けられた

価格形成力をもつ卸売会社や市場の選好等から，生産物の出荷が大規模拠点市場に集中す

るという事態も進展している。

２．一方，食生活における食の個食化や外部化ニーズは旺盛で，外食から中食へのシフトと

いう形をとりながらもいっそう進展し，徐々に「家庭消費から業務消費へ」という水産物消

費形態の変化をもたらしている。

　　業務消費は，いわゆる四定条件（定量，定質，定価，定時）のほかに低価をも要求し，輸

入水産物のいっそうの増加や加工水産物の輸入等，既存の卸売市場システムを脅かす存在

となっており，電子商取引市場等新たな流通経路をも登場させつつある。

３．しかしながら，水産物の特性に基づく産地市場の機能は依然として大きく，市場統合等

広域化による買受人増強とともに，市場自らがその機能を果たす形での再構築が課題と

なっている。消費地市場化ないし消費地市場機能の付加という形で消費者への接近を図る

なかで，ITやEDI（電子データ交換）を活用した生産者の強みを生かす新たな産地市場の構

築を期待したい。

．

〔要　　　旨〕
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　産地卸売市場の機能不全が深刻な問題と

して指摘されている。水産庁でも「産地市

場機能強化対策検討会」を設置し，市場統

合を基本とする諸対策の検討を進めている

ところである。その背景には，「産地市場

は，多種多様な生鮮魚介類を集荷・格付け

し，消費地へ供給するという国民の食生活

に不可欠な機能を有している。しかしなが

ら，水揚量の減少，大口需要者への対応不

十分，売買参加者の規模の零細性等多くの

問題を抱え，その機能を果たさなくなって

きた」
（注1）
との認識がある。

　こうした産地卸売市場の運営主体の多く

は漁協系統が担っており，販売事業の範疇

に入れて取り扱っている。産地卸売業務を

主体とする販売事業の事業総利益に占める

割合は，漁協段階40％，漁連段階51％と事

業総利益の大宗を占めており，販売事業の

動向が経営に与える影響は大きい。とく

に，漁協においては，1993年以降事業利益

段階でのマイナス状態が継続し，欠損計

上，繰越欠損計上漁協の割合がそれぞれ

30％，38％（平成11年度）に上るなど，漁協

経営をめぐる環境は厳しさを増している。

まさしく，昨今の資源水準の低下あるいは

魚価低迷等による漁業生産の厳しい状況

は，その経営基盤ともいうべき販売事業を

直撃している。

　こうした状況下，漁協等産地サイドのと

るべき方向性はどこにあるのか。いま一

度，現状を整理するなかで考えてみたい。

　（注1）　水産庁『産地市場機能強化対策検討会報
告』（2001年２月）における「産地市場をめぐる状
況」から抜粋・要約。
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　（1）　国内生産の減少と輸入の増加

　わが国の漁業生産量は，1989年以降遠洋

漁業あるいは沖合漁業の生産量減少を主因

に減少傾向で推移しており，とくに近年で

は，多獲魚を主体とする沖合漁業において

生産量の減少が著しい。99年の漁業生産量

は660万トン（89年比44％減の水準）にとどま

り，食用に限っても700万トン（89年）から

450万トン（99年）へと減少している。しか

しながら，食用向けを主体とする沿岸漁業

（養殖を含む）の生産状況は比較的堅調であ

り，この間の減少率は16％にとどまっている。

　一方，国内消費仕向量（食用）は800万ト

ン台で推移しており，やや減少傾向にある

とはいえおおむね堅調な状況にある。この

ため，国内生産量の減少を補う形で輸入量

が増加しており，食用水産物に占める輸入

水産物のシェアは50％弱の水準にまで高

まってきている（第１表）。

　（2）　輸入水産物の流通実態

　品目別にみた輸入水産物の上位（数量

ベース）には，マグロ類，エビ類，サケ・マ

ス類，カニ，イカ等なじみの魚種が続くが，

このように増加しつつある輸入水産物流通

の実態はどうなっているのであろうか。し

かし，輸入水産物にかかる統計は税関通過

時点での輸入実績値程度であり，通関後の

流通に関するものはないといっても過言で

はない。このため，輸入水産物の流通に関

する調査・研究も筆者の知るところそう多

くはない状況であり，流通実態に関する近

年の調査報告としては（社）食品需給研究セ

ンターの「水産物流通実態調査報告書（平成

10年度農林水産省委託事業）」がある程度で

ある。

　同調査によれば，輸入水産物の卸売市場

経由状況は品目によって差があるが，総量

ベースでみた市場経由率は38.6％（生鮮品

75.2％，冷凍品28.8％）であり，冷凍品を中

心とした市場外流通の実態が明らかになっ

ている。さらに，市場外流通の主たる担い

手は，マグロ類

についてはマグ

ロ買付業者，サ

ケ・マス類，エ

ビ類については

商社や水産会社

であり，主に量

販店や専門小売

店，外食業者に

販売していると

している。
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１．水産物需給の状況

第1表　食用魚介類の需給動向
 （単位　千トン，％）

　 1989年 95 96

遠洋漁業
沖合漁業
沿岸漁業（養殖を除く）
海面養殖業
内水面漁業
漁業生産量

917
3,260
1,831
1,315
167

7,490

1,976
6,340
2,123
1,272
202

11,913

817
3,256
1,901
1,276
167
7,417

97 98

863
3,343
1,779
1,273
153
7,411

809
2,924
1,582
1,227
143
6,685

資料　水産庁『平成12年度漁業の動向に関する年次報告』により作成

99 増減率
（99／89）

834
2,800
1,605
1,253
134
6,626

△57.8
△55.8
△24.4
△　1.5
△33.7
△44.4

国内生産量
輸入量
輸出量
在庫増減
国内消費仕向量

5,255
3,872
263
△57
8,921

6,961
2,494
558
△8
8,905

5,061
3,922
320
△102
8,768

5,009
3,881
410
105
8,375

4,622
3,667
321
△171
8,139

4,505
4,061
238
115
8,213

△35.3
62.8
△57.3

‐
△　7.8

自給率
自給率（非食用を含む）

59
75

78
89

58
70

60
73

57
66

55
65

‐
‐



       

　

　

　

　（1）　縮小する市場流通

　国内漁業生産量の減少と輸入水産物の増

加は，産地卸売市場に大きな影響を及ぼし

ている。産地卸売市場の現状をもう少し詳

細にみてみよう。

　開設者別にその産地卸売市場数をみた場

合，漁協および漁連の合計でおおむね８割

程度を占めている。一方，取扱面での漁協

系統シェアは，数量ベースでおおむね50％

弱，金額ベースで30％前後の水準で安定的

に推移してきた。しかし，1998年（第10次漁

業センサス）においては，地方公共団体開設

市場の取り扱い急減を背景に系統シェアは

急上昇し，数量で54.8％，金額で49.2％を

占めるに至っている（第２表）。こうした漁

協系統開設市場とくに漁協開設市場は，１

市場平均の取扱高が10億円に満たないな

ど，小規模であることが大きな特徴であ

る。

　98年における産地卸売市場の取扱量は

610万３千トン， 取扱金額は１兆6,913億円

にとどまり，ピーク時のほぼ半減状況（ピー

ク時のそれぞれ48％，45％の水準）にまで減少

している。基本的には国内漁業生産量の減

少によるものであるが，既にみたように，

それをカバーする形で増加した輸入水産物

の多くが産地卸売市場を経由しないことに

よって，産地卸売市場の取扱量減に直結し

たものである。

　（2）　買受人の減少とその内容

　こうした状況を反映して市場数，卸売業

者数とも減少しているが，それを上回る形

で買受人の減少が進んでいる。取扱規模別

（第３表）でみると，直近の漁業センサスは

買受人各層にわたる減少を示している。な

かでも，規模の大きい買受人ほどその減少

度合いが大きく，また93年以降の急激かつ

大幅な減少が際立っている。さらに，業態

区分別（第４表）では，「卸」「小売（店舗あ

り）」の順で減少が大きい。93年以降の急激

な減少は，取扱規模別の場合と同様であ

る。これは，規模の大きい買受人の業態が

「卸」「出荷」「加工」の順に多く，しかも

「卸」の占める割合が圧倒的に大きいことか

らすれば，当然の帰結である。

　ところで，ある意味で当然のことなが
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２．産地卸売市場の現状

第2表　産地卸売市場の取扱量
 （単位　千トン，％）

　 全体

1973年
　78
　83
　88
　93
　98

8,360
10,471

＊　11,091
12,588
9,869
6,103

系　統

2,744
4,267
4,525
5,635
4,132
3,193

漁協

225
244
271
627
316
153

漁連

2,969
4,511
4,796
6,262
4,448
3,346

計
地方公共
団体　　

3,756
4,558
5,108
5,042
4,398
1,927

会社・
個人　

1,635
1,402
1,189
1,284
1,023
830

系統
シェア

35.5
43.1
43.2
49.7
45.1
54.8

資料　漁業センサス
（注）　1983年の全体は，内訳計（11,093）と不一致。



       

ら，産地水揚量の多くは消費地市場に仕向

けられているが，その実態は県外向けにほ

ぼ限定される状況にある。すなわち，

県外向けに関しては消費地市場向け

が大きな比重を持っているものの，県

内向けに関しては大型小売店や場外

問屋等への仕向量が消費地市場向け

仕向量と並ぶ規模になっている。この

状況を示すものが第１図である。県外

向けに関しては，「出荷」業務を営む買

受人の存在意義は依然として大きい

ものがあるが，県内向けに関してはそ

の存在意義は小さく，県内市場に対す

る出荷体制の脆弱化をうかがわせる状況に

ある。
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第4表　業態区分別買受人数の推移
 （単位　人，％）

　 総数

1973年
　78
　83
　88
　93
　98

48,324
50,524
52,458
51,801
48,793
37,533

4,240
4,276
4,678
4,646
4,507
3,998

出荷

6,253
6,201
6,123
6,113
5,837
3,223

卸

8,593
8,419
8,471
8,236
8,046
7,063

加工 小売

27,968
30,195
31,033
30,114
27,284
20,078

店舗あり

19,092
22,280
23,810
23,864
21,996
15,545

資料　第2表に同じ

8,876
7,915
7,223
6,250
5,288
4,533

店舗なし その他

1,270
1,433
2,153
2,692
3,119
3,171

78／73
83／78
88／83
93／88
98／93

4.6
3.8

△　1.3
△　5.8
△23.1

0.8
9.4

△　0.7
△　3.0
△11.3

△　0.8
△　1.3
△　0.2
△　4.5
△44.8

△　2.0
0.6

△　2.8
△　2.3
△12.2

8.0
2.8

△　3.0
△　9.4
△26.4

16.7
6.9
0.2

△　7.8
△29.3

△10.8
△　8.7
△13.5
△15.4
△14.3

12.8
50.2
25.0
15.9
1.7

第3表　取扱規模別買受人数
 （単位　人，％）

　 総数

1973年
　78
　83
　88
　93
　98

48,324
50,524
52,458
51,801
48,793
37,533

12,130
8,031
7,946
8,639
8,464
7,983

100万円
未満

15,105
12,582
12,164
11,954
10,848
9,144

100
～500

7,046
8,332
8,334
7,945
7,285
5,531

500
～1,000

1,000
～5,000

8,557
12,714
14,060
13,144
12,536
9,094

5,000
～1億円

2,515
3,343
3,807
3,646
3,588
2,506

資料　第2表に同じ

2,592
4,375
4,668
4,836
4,481
2,639

1～5 5～10

272
734
910
942
966
394

10億円
以上

107
413
569
695
625
242

78／73
83／78
88／83
93／88
98／93

4.6
3.8

△　1.3
△　5.8
△23.1

△33.8
△　1.1
8.7

△　2.0
△　5.7

△16.7
△　3.3
△　1.7
△　9.3
△15.7

18.3
0.0

△　4.7
△　8.3
△24.1

48.6
10.6
△　6.5
△　4.6
△27.5

32.9
13.9
△　4.2
△　1.6
△30.2

68.8
6.7
3.6

△　7.3
△41.1

169.9
24.0
3.5
2.5

△59.2

286.0
37.8
22.1
△10.1
△61.3

第1図　33漁港水揚げの仕向状況（2000年）

資料 農林水産省「水産物流通統計」

水揚量
（1,317）

生鮮食用向け
（444）

県内向け
（87）

消費地市場
大型小売店
場 外 問 屋
そ の 他

（33）
（21）
（  8）
（25）

食用加工向け
（597）

餌・肥料等非食用
（276）

県外向け
（357）

消費地市場
大型小売店
場 外 問 屋
そ の 他

（305）
（15）
（10）
（27）

（単位　千トン）



       

　（3）　スーパー等量販店における

　　　　販売政策の変化

　なぜ，93年以降，しかも規模の大きい層

において，「卸」業務を営む買受人の減少が

顕著に現れたのだろうか。今後の水産物の

産地流通において重要なカギを握る問題と

思われるので，詳細にみてみたい。

　総務省発表の「全国消費実態調査品目結

果表」からみると，94年にスーパーでの購

入割合がはじめて小売店のそれを上回り，

以降その差は拡大している。その意味で，

おおむね94年を末端流通における主役変遷

の年と位置づけることができる。まさし

く，先にみた「卸」業務を営む買受人の減

少が顕著に現れた時期とほぼ一致する。し

かし，「小売店からスーパー等量販店へ」の

シフトは徐々に進展したものであり，これ

だけの説明では十分とはいえない。

　もう一つの背景は，スーパー等量販店の

水産物販売政策の変更に求められる。すな

わち，スーパー等における水産物の取扱い

は，鮮魚小売店からの業態変換の場合を除

き，その取扱上の困難性から，多くの場合

テナントに依存する形でスタートした。こ

うした傾向は，肉類等他の生鮮商品に関し

てもみられた動きである。こうした場合，

テナントとして入ったのは従来の鮮魚小売

店であり，既存の卸売市場のシステムに変

化をもたらすものではなかった。しかし，

他店との違いを強調するうえで，生鮮商品

の重要性が認識されるとともに，自店販売

への切り替えや本部集中仕入れに変更する

動きが強まり，これが既存の卸売市場シス

テムに大きく影響を及ぼすこととなった。

すなわち，自ら卸売市場の買参権を取得し

て直接買付を行うという行動をとること

で，産地卸売市場における「卸」業務買受

人を排除する。あるいは，大手仲卸（買受

人）を自らの買付代行者として位置づけ，取

引を集中させることで買受人の二極分化を

引き起こし，結果として「卸」業務買受人

を排除する。こうした形で，「卸」業務を営

む買受人の減少が顕著に進んだのである。

この結果，大手買受人による寡占化が進

み，「セリ売り」を通じての適正な価格形成

に支障をきたし，「相対取引」や「市場外流

通」の増加もあって産地卸売市場の機能不

全状況を現出したものである。こうした事

情は消費地市場においても同様であり，む

しろその影響は大きいといえる。

　

　

　

　（1）　市場流通の後退

　消費地市場においても顕著な変化がみら

れる。消費地卸売市場の経由率は，近年や

や持ち直しつつあるとはいえ70％程度の水

準であり，30％程度が市場外での流通と

なっている。経由率のみではなく経由量も

減少しており，「卸売市場流通の後退」は確

実に進展しているといえる状況にある。こ

うした「市場外流通」は，産地市場におけ

ると同様，スーパー等量販店等における販

売拡大や輸入水産物の増加に起因するもの

である。さらに，百貨店のテナント等とし

て登場した鮮魚専門店等の台頭や駅ビル等
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３．消費地卸売市場の現状



       

への多店舗展開も加わり，ある意味では産

地市場以上に大きな影響が出ている。

　影響の一つに仲卸業者の二極分化があ

る。例えば，築地市場においても仲卸業者

の減少が続いており，現在の業者数はピー

ク時の6割弱の水準にまで落ち込むなか

で，「仲卸の上位13.5％が全体の55.5％の

魚を扱っている」
（注2）
状況になっている。さら

に，小規模仲卸の経営環境の厳しさは続い

ており，このままでは小規模業者の脱落を

通して大手仲卸による寡占化がいっそう進

むものとみられる。

　二つめの影響として，委託集荷割合の低

下がある。すなわち，中央卸売市場に関し

ては，1985年の40.6％が99年には35.2％に

低下している。内容的には，冷凍品はほと

んど横ばい（同14.4→14.2％）ながら，鮮魚

で大きく低下（同73.1→56.8％）している。

必ずしも卸売業者にのみ起因するものとは

考えられないが，「荷受」としての集荷努力

の側面も持っているものと考えられる。

　三つめの影響として，セリ・入札割合の

低下（＝「相対取引」の増加）が指摘され

る。中央卸売市場におけるセリ・入札割合

に関していえば，85年の38.6％が99年には

29.4％と大きく低下している（金額ベー

ス）。ここにおいても，冷凍品（同18.9→17.3

％）に比較して鮮魚における低下（同69.2→

50.8％）が大きい（第５表）。相対取引は，大

手の量販店や鮮魚専門店が買参人として，

あるいは特定仲卸を通して市場に参加して

行うものであるが，99年の卸売市場法改正

における「相対・セリ並立制」追認にみら

れるとおり，増加の一途となっている。背

景には，「我々川下は10時開店。またテナン

トの場合，まずデベロッパーさんから強い

要請で開店時100％品揃えという難しい問

題がある」
（注3）

との言葉に代表されるように，

セリ開始時刻（4時40分）の問題もあるよう

である。

　（2）　大規模拠点卸売市場への集中

　再度，第１図の生鮮食用向けにかかる仕

向け先別出荷量をみていただきたい。主要

33漁港という限定条件付きではあるが，水

揚げされた生鮮食用向け水産物の80％強が

県外に仕向けられている。しかも，消費地

市場仕向け分についてみると，実に90％強

が県外に仕向けられている。ここ５年間で

みても，その比率はわずかながらも増加傾

向にある。さらに，県外の内訳をみると，

京浜・名古屋・京阪神という三大都市圏に

ある市場への出荷が増加し，その他市場へ

の出荷は減少する傾向にある（第２図）。ま

た，今回は個別市場別のデータを調査して
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第5表　水産物卸売市場における
　　　　　セリ・入札の金額割合

 （単位　％）

　 1985
年度 90 95

中央卸売市場 35.238.6 32.2

97 98

30.8 29.5

99

29.4

鮮魚
冷凍
塩干・加工

61.5
19.5
14.5

69.2
18.9
19.6

54.6
18.5
10.0

52.8
16.9
10.3

51.2
16.5
8.7

50.8
17.3
8.3

地方卸売市場（注） 30.633.8 26.3 24.3 24.9 …

鮮魚
冷凍
塩干・加工

57.8
12.3
5.7

63.8
13.0
7.5

49.4
9.0
3.5

45.9
8.3
2.0

46.6
10.5
2.4

…
…
…

資料　（社）全国中央市場水産卸協会ホームページ
（注）　産地市場を除く。



       

いないが，例えば京浜であれば東京都中央

卸売市場（築地），京阪神であれば大阪市中

央卸売市場（本場）といった拠点的な個別市

場への集中が進んでいるものとみられる。

　ちなみに，こうした事情を背景に，集荷

力の向上を主たる目的とする地方卸売市場

のネットワーク化もみられるようになって

きている。青果関係における「九州市場ネッ

トワーク事業推進協議会」（福岡市，宮崎市，

鹿児島市の３中央卸売市場開設者と卸売業者

５社で発足。その後熊本市の２社が参加）や水

産物についての「東北水産流通システム事

業協同組合」（東北５県の卸売業者８社で構

成）等の対応である。いずれも，市場間の効

率的な物流による流通コストの削減や在庫

負担の軽減等の目的もあるだろうが，第一

の目的は集荷力の向上にあるといえる。

　拠点的な個別市場への集中という現象の

背景には，量販店の「本部集中仕入れ」の

増加等消費地サイドの事情があるものと思

われるが，販売力に裏付けられた価格形成

力をもつ卸売会社や消費地市場の選好，あ

るいは産地買受人の減少や効率配送ニーズ

等，産地サイドの事情も影響しているもの

とみられる。

　（注2）　（財）東京水産振興会発行『水産振興』第403
号，2001年７月，p.31。

　（注3）　同上p.11～12。

　

　

　

　

　（1）　多様化する末端流通

　高度成長期における生活の洋風化・近代

化のなかで，「豊かさの象徴」として登場し

た外食はモータリゼーションや女性の社会

進出の進展とともに普及する。さらに女性

の社会進出は少子化にも帰結し，時を同じ

くする「核家族化」の進展ともあいまって，

「食の個食化」を現出するに至った。そして

外食は，バブル期のグルメ化あるいは食の

国際化を通して多様化し，いっそう進展す

る。しかし，バブル崩壊以降の所得減少を

背景にグルメ熱は後退し，外食も手控えら

れるようになった。こうしたなかでも，個

食ニーズや食の外部化ニーズは旺盛で，中

食へのシフトという形をとりながら，いっ

そう進展している。

　このような食生活の変化は，末端流通

チャネルの多様化と「家庭消費から業務消

費へ」という水産物消費形態の変化をもた

らしている。家庭消費の側面では，スーパー
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４．水産物流通の変化

　――その背景と内容――

第2図　市場区分別出荷割合の推移

資料 農林水産省「水産物流通統計」（33漁港，19品目）
　　により作成
(注)　（　 ）内数値は95年値，最高値，最低値および
　　直近値を付加。数値が3つしかない場合は，直近値
　　が最高もしくは最低値である。
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マーケットや生協等に加え，そうしたとこ

ろでは対応できない顧客ニーズを対象にき

め細かい対応を行う鮮魚専門店や生産者直

売所が台頭し，あるいはインターネット利

用の販売拡大等購入先の多様化が進み，そ

れに伴って販売業者自身の仕入ルートも多

様化している。鮮魚専門の量販店（株）魚力

（本社；東京八王子市）を例にとれば，その仕

入先は市場卸売業者，産地仲買人，漁協等

出荷団体，商社，生産者と多岐にわたって

いる。また，わが国初のボランタリーホー

ルセラーを自称する（株）アルビス（本社；

富山県）
（注4）
のように，食品スーパーマーケット

で販売するすべての商品を一括供給する

（食品スーパーマーケットからみれば，仕入業

務のアウトソーシング）業態・流通チャネル

も登場している。

　また，外食企業においても，「藍屋」や

「夢庵」といった和食のファミリーレストラ

ンあるいは「大戸屋」に代表される和定食

チェーン等，新たな業態展開もみられる。

こうした動きは，持ち帰り弁当等のチェー

ン展開やコンビニエンスストアでの調理食

品の販売拡大等中食の普及・拡大ととも

に，水産物の業務消費増加に大きく寄与し

ている。これに伴い，外食・惣菜産業におけ

る食材の調達先や方法の多様化も進み，そ

の意味では流通チャネルの多様化もいっそ

う進展している。

　（2）　業務消費増大の影響

　外食や中食といった業界での業務消費

は，いわゆる四定条件（定量，定質，定価，

定時）を要求する量販店の販売特性に加

え，限られた食材コストという制約から

「低価」をも要求する。このことは，輸入水

産物のいっそうの増加をもたらし，あるい

はいっそうのコスト削減を進めるために加

工水産物の輸入にシフトする等，市場外取

引という形での既存の卸売市場システムと

は相いれない取引を拡大する。また，消費

地や産地の卸売市場における仲卸や買受人

への影響を通じて，卸売市場そのものの存

在を脅かすようになってきている。

　さらに，こうした業務消費の増大や量販

店が要求する販売特性は，沿岸漁業を営む

組合員を基盤とする漁協に対し，新たな課

題をもたらすことになる。それは，少量多

品種の漁獲物にかかる新しい販売チャネル

の開拓や高付加価値化という課題である。

すなわち，鮮魚小売店による水産物販売が

主流であった時代には少ロットでの流通が

基本であり，少量多品種の漁獲物について

も「買受人→小売店→消費者」の流通経路

が確保され，それなりの市場性を持ってい

た。しかしながら，「定量」条件を充足しな

い少量多品種漁獲物の市場性は，小売業に

おける主役変遷や業務消費の増大によって

奪われていくこととなったのである。

　（3）　新たな流通経路の登場

　新たな流通経路，それは ，あるいは

と表現される電子商取引市場のこと

である。電子商取引にかかる市場規模は，

消費者向け（ ），企業間（ ）とも急

拡大するものとみられているが，水産物に
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関してはまだ緒についたばかりという状況

である。とくに消費者向けについては，商

品の標準化や決済・デリバリー等システム

上の課題も多く，当面大きな進展は期待で

きないものと考えられる。一方，企業間取

引（ ）については，「すかいらーく」や

「西洋フーズシステムズ」等外食系企業を中

心にインターネットを利用した食材調達に

踏み切る企業が相次いでおり，今後の動向

が注目される。

　企業間取引については，電子商取引導入

にかかる売り手と買い手それぞれの姿勢の

違いによって４通りの取引形態に整理でき

る（第６表）が，出現事例が多くみられるの

は「ネット調達型」と「ネット市場型」で

ある。

　前者の代表的な事例としては，前記の外

食系企業に限らず，「アサヒビール」等各種

メーカーにおける原材料調達がある。従来

の原材料メーカー等との個別交渉に変え，

インターネットを利用して複数の企業に納

入価格を提示させる，いわばネット入札を

導入するものである。その狙いとするもの

は，調達コストの削減や新たな調達先の開

拓である。経済成長

期，すなわち「作れば

売れる・儲かる」時代

は原材料の安定調達に

主眼が置かれたが，昨

今のデフレ環境下，あ

るいは低価格輸入品の

増加等を背景とする調

達リスクの希薄化もあ

り，低コスト調達に比重が移っているもの

である。なお，生鮮食材に関しては，最終

的には既存の卸売市場での調達によってあ

る程度担保されることもあり，今後の普及

を下支えすることとなろう。

　後者の事例としては，花卉を対象とする

「フラワーワイズ」（ワイズネット），農産物

を対象とする「あぐりぷらっと」（ －アグ

リ），加工食品を対象とする「イズミヤ卸市

場」（イズミヤ），そして鮮魚も含む食品を対

象とする「フーズインフォマート」（イン

フォマート）などがすでに稼働している。と

くに，国内最大の食専門電子市場とされる

「フーズインフォマート」においては取扱品

目数も約1万4千に達し，現時点で売り手企

業2 000社，買い手企業2 300社の参加を獲得

している。さらに，毎月300～400社のペー

スで会員が増加するなど，市場規模急拡大

と報道されている
（注5）
。水産物専門のネット市

場としては「アイフィッシュ」や「  

 」等が開設されているが，営業開始

後まだ日が浅いこともあり，今後の展開が

注目される。
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第6表　「BtoB」導入姿勢区分による取引形態分類

　 売り手 買い手 （事　　例）

相対取引型（EDI利用） 受動的受動的 EOS採用スーパー等

ネット販売型 受動的能動的 アスクル，アスクルB2Bマート

ネット調達型 能動的受動的 すかいらーく，西洋フーズシステム

ネット市場型 能動的能動的 「あぐりぷらっと」，「イズミヤ卸市場」，
ワイズシステム，アイフィッシュ，FOL

資料　筆者作成
（注）　EDI（Electronic Data Interchange）：電子データ交換
　　　EOS（Electoronic Ordering System）：電子発注システム



       

　（4）　今後の注目点

　ａ．消費者ニーズの動向

　消費生活の側面では，食に対するニーズ

や価値観の変化に注目する必要があろう。

すなわち，高齢化のいっそうの進展，健康

や安全指向あるいは環境意識の高まり等を

キーワードとする一定の方向性があるもの

とみられる。高齢化は，低カロリーを要求

し，しかもそうした食材を少量消費するこ

とになろうし，場合によっては「旬」や地

域色あふれる「なつかしい」食材・料理を

求めるかもしれない。また，健康や安全指

向は食材に対するこだわり，例えば表示原

産地へのこだわり
（注6）
や有機・減農薬，非遺伝

子組換え， 認定等生産物へのこだ

わりとなり，環境に関しては「環境にやさ

しい」生産物を選好することになろう。さ

らに調理簡便化の進展は，刺身や切り身等

残滓の出ない商品形態での購入・消費傾向

を強め，それに適した素材・魚種や販売店

を選択する行動にもつながるものとみられ

る。

　

　b．末端流通業者の動向

　スーパー等量販店の販売戦略の変化，あ

るいは大手鮮魚専門店や外食・中食産業の

仕入れ動向も注目点である。量販店は，食

品部門の強化を重点課題とし，近年とくに

農産物等に関して「こだわり商品やわけあ

り商品」の売り場拡大を進めており，こう

した事情を背景に産地における直接取引先

の開発を進める動きも強まっている。しか

し一方では，卸売市場や業者の選択・絞り

込みを進めながらも，天候不順等に左右さ

れる作物等について一定量の商品を確保す

るために，あるいは多種多様な商品の品揃

えのために，集荷力のある市場機能を見直

す動きもある。果たしてどちらの動きが主
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第7表　地方別１世帯あたり年間の品目別購入数量割合（2000年）と1990年に対する変化度
 （単位　％）

　 全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

購
入
数
量
割
合

マグロ
ア ジ
カツオ
サ ケ
タ イ
ブ リ
イ カ
エ ビ
カ ニ
その他

8.8
5.8
4.0
8.2
2.3
5.1
10.4
6.2
3.2
46.1

6.3
1.0
1.5
13.4
0.4
1.4
14.9
5.9
5.3
50.0

7.2
2.6
7.8
9.4
0.9
3.3
12.8
4.3
2.7
49.2

13.8
6.1
4.1
10.5
1.2
4.4
10.2
5.2
2.3
42.2

4.0
5.9
1.5
6.3
1.0
9.5
11.8
5.6
6.8
47.5

14.4
4.8
5.1
7.0
1.4
4.8
11.5
7.3
3.6
40.2

5.0
5.5
3.4
6.4
3.7
6.1
9.8
8.3
4.0
47.8

2.5
7.2
3.1
5.8
4.4
6.6
8.2
6.6
3.1
52.6

6.6
7.3
6.5
5.2
3.9
7.0
8.3
7.7
2.5
45.1

2.8
10.6
2.5
4.4
5.4
5.9
8.0
5.8
2.3
52.3

20.0
1.2
3.2
8.2
4.0
2.9
6.2
6.4
1.0
46.8

変
化
度

マグロ
ア ジ
カツオ
サ ケ
タ イ
ブ リ
イ カ
エ ビ
カ ニ
その他

1.7
△0.4
1.6
4.2
0.3

△0.4
△2.2
△1.8
0.5

△3.3

1.3
0.4
0.9
4.2
0.1
0.3

△2.4
△1.0
2.7

△6.7

1.8
0.2
2.9
3.4

△0.1
0.4

△2.4
△0.4
0.8

△6.6

1.8
△0.7
1.5
5.5
0.4

△0.8
△2.4
△2.0
△0.1
△3.1

2.0
0.5
0.9
2.0
△0.1
△1.0
△3.6
△1.4
2.0
△1.2

1.0
△0.6
2.0
4.2
0.3
△0.3
△3.0
△2.1
0.6
△2.1

1.3
△1.2
1.3
3.7
0.4
△1.0
△1.5
△2.5
0.2
△0.7

1.2
0.2
2.0
3.6
1.1
△0.2
△2.1
△1.8
1.1
△5.1

2.1
0.2
1.6
3.0
0.6
0.1
△0.6
△2.9
0.7
△4.8

1.2
△0.3
1.2
3.0
0.3
0.3
△1.8
△1.2
0.4
△3.0

△0.2
△0.5
0.7
5.9
1.6
1.3
△2.8
△0.7
△0.1
△5.1

資料　総務省『家計調査年報』（全世帯，2000年および1990年）により作成
（注）　変化度＝2000年の購入数量割合（構成比）－1990年の同値。



       

流となるのか，今後の動向を注目していき

たい。

　さらには，前述したようなインターネッ

トを利用した食材調達も始まりつつある。

これらの動きが水産物についてどう波及す

るのか，また今後どの程度拡大するのかと

いう点についても展望しておく必要があろ

う。

　また，こうした消費者や末端流通業者の

動向が魚種別選好にどう影響するのかとい

う点も注目される。従来地域ごとに，地魚等

特徴ある魚種を選好することによってそれ

ぞれの魚食文化が築かれていたが，近年魚

種選好についても四定条件や本部集中仕入

れ等量販店主導での品揃えから特定魚種へ

の集中が進み，地域的な特徴を残しながら

も全国均一化の方向にある（第７表）。もち

ろん，その背景には鮮魚流通の技術的な進

歩や消費者の嗜好の変化もあろうが，最大

の要因は全国展開する量販店等の販売政策

にあるものと考えられる。「こだわり商品や

わけあり商品」の取り扱い等，量販店等既

存流通業者の商品政策の変化とともに，地

域の食文化を担う新たな流通業者の登場を

期待したいものである。

　（注4）　①商品開発，②流通システム，③店舗運営ノ
ウハウの提供を通じた顧客スーパー経営のサ
ポートを標榜。得意先数89店舗（富山県76店舗，
石川県９店舗，岐阜県４店舗）のほか，直営店を
13店舗（富山県10店舗，石川県３店舗）展開。対
象商品は生鮮（青果・精肉・海産），日配，惣菜，
グロサリー。

　（注5）　「味の世界も電子商取引－BtoB専門市場が
急成長－」（2001年９月17日付，日本経済新聞）

　（注6）　農林水産省「平成12年度食料品消費モニ
ター第３回定期調査結果」参照。

　

　

　

　（1）　産地市場の意義

　最後に，産地流通とくに中小規模の市場

に絞って考えてみたい。今後の産地市場の

あり方や対応方向を考えるにあたっては，

これまでみてきた流通動向に対応したもの

かどうか，またその方向性に沿ったものか

どうかが重要なポイントになるであろう。

その意味で，あらためて「産地市場」の意

義について考えてみたい。

　産地市場が形成され，そこを経由する流

通システムを採っている生産物は水産物の

みである。野菜等の農産物については，産

地でのセリ・入札はなく，生産者が個人あ

るいは組合を通して消費地市場へ直接出荷

している。この違いはどこから来るのか。

同じ時期に同じ地域で生産された農産物は

それほどの質の差もなく，また用途も大き

くは違わない。一方水産物の場合は，同じ

時期に同じ漁港に水揚げされたものでも，

漁船，漁場あるいは漁法によって鮮度や脂

ののり等品質差が大きく，またサイズによ

る用途の違い（鮮魚向け，加工向け，餌料向

け等）も大きい。さらに，品質の劣化も速い

という特徴をもっている。こうしたことか

ら，的確な評価，第一次の価格形成，用途

に応じた分別を行う「場」として「産地市

場」が形成されているものである。こうし

た水産物の特性に基づく産地機能は依然と

して大きいものがある。
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　（2）　行政における産地市場の検討方向

　前述の「産地市場機能強化対策検討会」

においては，水産物取扱量の拡大をもたら

す産地市場統合を基本に，新規買受人の公

募等「開かれた産地市場づくり」を行い，

公正かつ安定的な価格形成を実現するとし

ている。そして，立地条件等により産地市

場の統合大型化が必ずしも最適といえない

場合において，①生産物の高付加価値化，

販売ルートの改善，②共同販売等生産者自

らの販売，等産地機能の強化を図ることが

必要とし，その具体的な手段として，地場

流通を中心とした産地市場，あるいは消費

地市場への共同出荷や流通拠点の形成等を

列挙している。その基本は，市場統合（物理

的な市場統合ないし情報ベースでの市場統

合）と買受人の新規参入による市場機能強

化にあるといえよう。

　既にみたように，今日の市場問題が，スー

パーや鮮魚専門店等の量販店や業務消費を

担う外食・中食・惣菜企業等，いわば「川

下勢力」による価格決定への強い影響力あ

るいは流通チャネルの規定が産地市場にも

及んでいることに起因するとすれば，上記

対応は必要条件ではあるものの十分条件を

も満たすものとはいえない。もともと，従

来の市場はお互い規模の小さい生産者と買

受人（小売店等）を結ぶシステムを前提とし

ていたものであり，その前提自身が変容し

ているとの認識が検討の視点になければな

らないものと考える。さらに，変容が起き

ているのは生産者サイドではなく，主に「川

下勢力」であることに留意する必要があ

り，ここから産地市場の再構築を始めなけ

ればならないものと考える。

　（3）　消費地市場への接近

　漁協系統販売事業の内容としては，卸売

市場の運営（販売），入札や他市場への出荷

という方法をとる共同販売，消費者団体と

の産直提携等多様な販売形態があり，対象

魚種あるいは地域等の特性を踏まえた対応

が基本である。たとえば，「関アジ・関サ

バ」等ブランドが確立した商品やホタテ，

コンブ等生産海域が限定された商品など

は，共同販売も有効であろう。このように，

必ずしも産地市場運営が唯一の販売形態で

はないものの，多種多様な漁獲物を対象に

することを前提に考えた場合，中心となる

のはやはり卸売市場を通じた販売にならざ

るを得ないものと考えられる。

　この場合，既にみたように県内消費地市

場への出荷を担う産地買受人の存在感が大

きく低下している現状から，従来これら買

受人が果たしてきた機能をもつ形での市場

運営が必要となる。すなわち，市場統合等

広域化による買受人の増強ないし市場自身

が買受人機能をもつことである。

　後者について詳述すれば，その一つは消

費地市場化ないし消費地市場機能の付加と

いうことである。具体的には末端流通の担

い手，スーパーや鮮魚店，あるいは外食・

中食・惣菜企業等を買参人として市場に取

り込み，「消費者に説明・提案し，納得して

買ってもらえる販売力」をサポートする形

での市場運営である。換言すれば，「卸」買
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受人の機能発揮である。もう一つは，「産地

市場機能強化対策検討会」でも指摘してい

る消費地市場への共同出荷であり，「出荷」

買受人の機能発揮ということができる。筆

者としては，とくに地方消費地の卸売市場

に対する出荷販売を指摘したい。既にみた

ように，現状の市場流通においては大規模

拠点市場への集中が進み，地方卸売市場は

集荷対策に苦労している状況にある。共同

集荷等の対応を採りつつあるものの，多く

の市場は「荷の転送」を契機とした大都市

市場の卸売業者による系列化の危機にさら

されている。従来「出荷」業務を営む買受

人が多くを担っていたこうした地方の卸売

市場への販売も積極的に展開する必要があ

ろう。

　いずれにせよ，今まで以上に消費地市場

（消費者）に近づくことになる。産地市場が

その機能を果たしている限りにおいては，

漁業者はその生産物である水産物の流通や

消費を考えることなく，ただ「質のよい魚

を多くとること」だけ考えればよかった。

この産地市場の存在が水産物の流通や消費

に関する生産者への情報を結果的に遮断す

ることとなり，その両面において進行した

変化への対応を遅らせてしまったともいえ

る。その意味でも，消費地市場（消費者）へ

の接近が急務となっている。

　７年前から福岡市漁協姪浜支所が運営す

る「朝市」が発端となって評判を呼ぶ「姪

浜産」ブランドなどのように，まさに「地

産地消」の実践というべき事例も紹介され

ている
（注7）
。多様な魚種，鮮度，安全をセール

スポイントとする沿岸漁獲物には，輸入水

産物とは違ったニーズも存在する。そして

地域文化の一端を担う存在でもある。

　 や を活用し，漁場や養殖過程さら

には加工に関しての安全情報，あるいは漁

場負荷を考えた適正な資源管理に基づく漁

獲物等の情報を消費者につなぐ等，生産者

としての強みを生かした新たな産地市場の

構築に向けた取組みを期待したいところで

ある。

　（注7）　「姪浜ブランド“魚”人気上昇中」（2001年
10月16日付，西日本新聞）において，「姪浜魚市場
（福岡市西区）から出荷される鮮魚が，大都市直近
の地の利と他の市場より遅い時刻に行うセリで
鮮度をアピールし，地元のスーパーや料理店等の
評判をとっている」という内容で紹介されてい
る。
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